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第５5期　決算公告

　貸　借　対　照　表　
( 2019年3月31日現在 )

資 産 の 部 負 債 の 部

工 事 未 払 金 1,603,666
5,236,142 2,588,522

現 金 預 金 271,234

科 目 金 額 科 目 金 額

未 払 費 用 28,942

販 売 用 不 動 産 7,178

未 払 金 205,505
完 成 工 事 未 収 入 金 1,883,668
売 掛 金 267,782

受 取 手 形 594,725

材 料 貯 蔵 品 11,594

未 成 工 事 受 入 金 173,312
賞 与 引 当 金 43,800未 成 工 事 支 出 金 139,939

未 払 法 人 税 等 84,804

工 事 損 失 引 当 金 2,429
関 係 会 社 預 け 金 1,649,000
未 収 入 金 398,472

そ の 他 446,060

そ の 他 12,547
長 期 未 払 金 414,168

4,197

構 築 物 47,816

長 期 預 り 保 証 金 1,080
615,038

40,000

2,708,727

553,932

388,335

退 職 給 付 引 当 金 138,683

12,619

66,000

関 係 会 社 株 式 2,500

純 資 産 の 部
負 債 合 計 3,142,454

機 械 ・ 運 搬 具 73,466

214,083 2,602,727
投 資 有 価 証 券 272 利 益 準 備 金 700

そ の 他 資 本 剰 余 金 40,000
土 地 185,467

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,602,027

建 物 77,387

工 具 器 具 ・ 備 品

破 産 更 生 債 権 等 1,439
繰 越 利 益 剰 余 金 1,945,027長 期 前 払 費 用 2,565

純 資 産 合 計
資 産 合 計 5,851,181 負 債 純 資 産 合 計 5,851,181

2,708,727
そ の 他 40,556
貸 倒 引 当 金  1,439

繰 延 税 金 資 産 168,189

別 途 積 立 金 657,000



１．重要な会計方針に係る事項

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの 移動平均法による原価法

（２） たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 個別法による原価法

販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定）

材料貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定）

（３） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっている。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定

額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

の定めと同一の基準によっている。

無形固定資産 定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能


期間(５年)に基づく定額法を採用している。

（４） 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸

倒実績率を基礎にした将来の貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき計上している。

工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれるものについて

将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上している。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、内規に基づく期末要支

給額を計上している。

（５） 収益及び費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗度

の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

（６） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

２．表示方法の変更

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴う「会社法施行規則及び会社計算

規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平成30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産

の区分に表示する方法に変更している。

　この結果、前事業年度において流動資産に区分していた「繰延税金資産」（前事業年度22,936千円）は、当事業年度においては、

投資その他の資産の「繰延税金資産」168,189千円に含めて表示している。

３．当期純損益金額

当期純利益 435,421千円

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示している。
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